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12月号の特集の予告
『BOPビジネスの可能性』

途上国の低所得層（Base of Pyramid）にサービスや商
品を販売することを通じて貧困削減に寄与する一挙両
得のBOPビジネス。日本企業に参入可能性はあるのか、
多角的な側面から検討します。�（タイトルは変更することがあります）

Kenkyusho Dayori  What’s New about IDE-JETRO 研究所だより

個人会員のご案内
年会費 10,000円

10月13日～12月25日　キャンペーン実施中

お問い合わせ先　成果普及課　賛助会担当まで　
Tel: 043-299-9536　　　　e-mail: members@ide.go.jp

賛助会個人会員サービス内容
● 「アジ研ワールド・トレンド」(月刊）送付
● アジア経済研究所図書館資料貸出（登録必要）
● アジア経済研究所出版物（単行書）1点追加配付
● 各種割引　例　�出版物を直接ご注文のとき２割引でご購入できます

（定期刊行物を除く）
● ファックスにて事前に講演会等開催案内をご連絡いたします

新規

アメリカ発の金融危機は 今後アジア経済にどのような影響を及ぼし、またどう対処していくのか、内外のエコノミス
トが現状分析と将来展望を議論いたします。詳しくは近日中に下記ウェブサイトにてお知らせします。
読者の皆様のお申し込みをお待ちしております。

日時場所：12月1日（火）　午後　　　　　　詳細は、http://www.ide.go.jp/Japanese/

国際シンポジウム「世界経済危機とアジア経済の再構築」開催のご案内

※10月以降にご入会のかたはその年度に限り5,000円となります。
　「アジ研ワールド・トレンド」は10～3月分をお送りいたします。

上記期間中、ご関心のある方先着300名様に無料で「アジ研ワー
ルド・トレンド」のバックナンバーをさしあげています。詳細は
http://www.ide.go.jp/Japanese/「会員サービス」をご覧下さい
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博士（またはPh.D.）の学位を有する者、もしくは取得見込みの者。英語で発表能力を有する者。
　　　　

募集人員
若干名

応募手続
１．提出書類等
⑴　 履歴書（写真貼付。研究所指定様式をウェブサイト（http://www.ide.go.jp）よりダウンロードして

使用すること。）
⑵　志望動機書（A4版用紙一枚程度）
⑶　著書・論文・学会発表等の業績リスト
⑷　所属大学・研究機関等における所属長、類似研究分野の教授、研究者等の推薦状（提出可能な者のみ）
⑸　学業成績証明書（学部以上すべての証明書。１年以内に発行されたもの。コピー可。）
⑹　卒業・修了（見込み）証明書（学部以上すべての証明書。１年以内に発行されたもの。コピー可。）
⑺　博士号（またはPh.D.）取得を証明するものもしくは学位記（コピー可。該当者のみ）　
⑻　博士学位論文の写し（該当者のみ）
⑼　主要な著書またはレフェリー付き学術誌に掲載された論文（コピー可）を２点以内
⑽　⑻及び⑼について、それぞれ400字程度の概要
　　⑻ ⑼ ⑽ は各２部提出。
⑾　返信用封筒（角２封筒に120円切手貼付の上、住所・氏名を明記すること。）

２．応募方法　　下記提出先へ郵送のこと。提出の際には封筒の表に「応募書類在中」と朱書のこと。
　　　　　　　　なお、著書以外の応募書類は返却致しません。

３．応募期間　　2009年10月26日（月）から 2009年11月12日（木）まで ＜応募書類必着＞

選　　　考
第１次選考：書類審査
第２次選考：面接及びプレゼンテーション（12月中旬予定）　※詳細は書類審査の合格発表時（１２月初旬）

にお知らせします。
　

勤務開始
2010年４月１日（予定）
　

待　　　遇
本機構の規定による。

応募書類の提出先および問い合わせ先
〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉3-2-2
 日本貿易振興機構アジア経済研究所　研究企画部研究人材課　職員採用係
E-mail： jinzai@ide.go.jp　　 Tel： 043-299-9400　　 Fax： 043-299-9724
問い合わせはできるだけ上記メールアドレス宛にお願いします。なお、選考内容については一切お答えで
きません。

個人情報の取扱について
募集に際して提出していただいた書類は、独立行政法人日本貿易振興機構個人情報保護規程に則り厳重に
管理し、採用審査以外の用途に使用することはありません。またこれらの個人情報は正当な理由なく第三
者への開示、譲渡及び貸与を行うことは一切ありません。

日本貿易振興機構アジア経済研究所 2010年度採用研究職員募集要項
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分析リポート●
「百年に一度の危機」への中国の対応
　　―中国2009年は、日本の1972年か、1987年か

特集●

地域制度としてのASEAN
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本誌は「グリーン購入法」の判断基準に
従い、再生紙を使用しております。

新市街。レストランや土産物屋が集まる中心部はいつも多く
の人で賑わう。近くにある旧市街とは違って、チェーン店や「近
代的」な店舗が多い（撮影：土屋一樹）。

――中東の街角で――
エルサレム
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